
 
 

 
教育委員会の権限に属する事項に係る教育長
の臨時代理の報告について 

 

川崎市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則第３条第１項の規定に

基づき教育長が臨時代理した事項について、同条第２項の規定に基づき、次のとおり

報告します。 

 

１ 臨時代理した事項 

（１）制定した訓令 

   川崎市教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令 

（２）内容 

   「川崎市職員の給料等の支給に関する規則」の一部改正により、住居手当の支

給要件及び住居届・通勤届の様式が変更されることに伴い、川崎市教育委員会職

員服務規程で同様に規定している住居届・通勤届の様式を削り、「川崎市職員の

給料等の支給に関する規則」に規定する住居届・通勤届の様式を引用する形に改

めるなど所要の整備を行うもの 

（３）施行期日 

   令和４年４月１日 

 

２ 臨時代理を行った日 

令和４年３月３１日 

 

３ 臨時代理を行った理由 

令和４年４月１日から住居手当の支給要件が見直されることに伴い、同日までに

訓令の規定を整備する必要があるため 

 

 

（参考）川崎市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則 

（教育長の臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ない事情があるときは、前条各号に規定する事

務について、臨時にこれを代理することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により、臨時に事務を代理したときは、直近の委員会

会議に報告し、その承認を受けなければならない。 

報告事項No.２



 

川崎市教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令 

川崎市教育委員会職員服務規程（平成２９年川崎市教育委員会訓令第３号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「住居届」の次に「（川崎市職員の給料等の支給に関する規

則（昭和４６年川崎市人事委員会規則第１４号）第１３条第４項に規定する届

出書をいう。次項において同じ。）」を加える。 

 第１０条中「第７条第３項」を「第８条第３項」に改める。 

 第１２条第３項中「介護休暇」の次に「又は介護時間」を加える。 

 様式目次を次のように改める。 

様式番号 名称 関係条文 

１ 履歴事項変更届 第４条第２項 

２ 職員証 第５条 

３ 職員き章 第７条 

４ 職員ＩＣカード 第１１条第２項 

５ 

職務専念義務免除承認 

          申請書 

営利企業従事等許可 

第１６条第２項

、第２４条 

６ 
職務専念義務免除承認書 

営利企業従事等許可書 

第１６条第２項

、第２４条 

７ 
営利企業従事等許可・教育事務従事承認申

請書 
第２５条 

 第１号様式を削り、第２号様式を第１号様式とし、第３号様式から第８号様

式までを１様式ずつ繰り上げる。 
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   附 則 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 
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   制 定 理 由 

 

 川崎市職員の給料等の支給に関する規則の一部改正に伴い、所要の整備を行

うため、この訓令を制定するものである。 
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川崎市教育委員会職員服務規程の一部を改正する規程新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市教育委員会職員服務規程 ○川崎市教育委員会職員服務規程 

平成29年３月30日教委訓令第３号 平成29年３月30日教委訓令第３号

（第１条～第３条 略） （第１条～第３条 略） 

  

（住居届等の提出） （住居届等の提出） 

第４条 新任の職員（会計年度任用職員を除く。）は、住居届（川崎市職員

の給料等の支給に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第１４号）

第１３条第４項に規定する届出書をいう。次項において同じ。）その他の

届書を発令の日から15日以内に提出しなければならない。 

第４条 新任の職員（会計年度任用職員を除く。）は、住居届その他の届書

を発令の日から15日以内に提出しなければならない。 

２ 職員は、氏名、学歴又は資格に異動を生じたときは履歴事項変更届を、

住所に異動を生じたときは住居届を、速やかに提出しなければならない。 

２ 職員は、氏名、学歴又は資格に異動を生じたときは履歴事項変更届を、

住所に異動を生じたときは住居届を、速やかに提出しなければならない。 

  

 （第５条～第６条 略）  （第５条～第６条 略） 

  

（職員き章） （職員き章） 

第７条 職員（会計年度任用職員を除く。次項において同じ。）は、職務の

執行に当たり、その身分を明確にし、公務員としての正しい心構えと態度

を保持するため、常に上衣左胸上部に職員き章（以下「き章」という。）

を付けていなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由がある

と認めるときは、この限りでない。 

第７条 職員（会計年度任用職員を除く。次項において同じ。）は、職務の

執行に当たり、その身分を明確にし、公務員としての正しい心構えと態度

を保持するため、常に上衣左胸上部に職員き章（以下「き章」という。）

を付けていなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由がある

と認めるときは、この限りでない。 

２ き章は、職員に貸与する。 ２ き章は、職員に貸与する。 

３ 新任の者には、服務の宣誓を終わった後にき章を交付する。 ３ 新任の者には、服務の宣誓を終わった後にき章を交付する。 

４ き章を亡失し、又は損傷した場合は、き章の再交付手続をとり、再交付

を受けなければならない。この場合において、所定の実費を弁償するほか、

き章を損傷したときは速やかに返納しなければならない。 

４ き章を亡失し、又は損傷した場合は、き章の再交付手続をとり、再交付

を受けなければならない。この場合において、所定の実費を弁償するほか、

き章を損傷したときは速やかに返納しなければならない。 

５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なくき章を返納しなければならない。 ５ 退職、死亡等の場合は、遅滞なくき章を返納しなければならない。 
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改正後 改正前 

第２章 公務員倫理 第２章 公務員倫理 

（関係業者等との接触に当たっての禁止事項等） （関係業者等との接触に当たっての禁止事項等） 

第８条 職員は、職務に利害関係のある業者、個人等（以下「関係業者等」

という。）との接触に当たっては、中元、歳暮、せん別、謝礼その他いか

なる名目においても次に掲げる行為をしてはならない。 

第８条 職員は、職務に利害関係のある業者、個人等（以下「関係業者等」

という。）との接触に当たっては、中元、歳暮、せん別、謝礼その他いか

なる名目においても次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 関係業者等から金銭、物品等を受けること。 (１) 関係業者等から金銭、物品等を受けること。 

(２) 関係業者等と会食をすること。 (２) 関係業者等と会食をすること。 

(３) 関係業者等と遊技をすること。 (３) 関係業者等と遊技をすること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、関係業者等から接待又は利益若しくは

便宜の供与を受けること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、関係業者等から接待又は利益若しくは

便宜の供与を受けること。 

２ 職員は、職務の公正な執行に対して疑惑を招く行為をすることのないよ

う注意しなければならない。 

２ 職員は、職務の公正な執行に対して疑惑を招く行為をすることのないよ

う注意しなければならない。 

３ 職員が第１項の行為について第10条に規定する服務相談員に届け出て、

別に定める基準に該当するとされた場合には、同項の規定は適用しない。 

３ 職員が第１項の行為について第10条に規定する服務相談員に届け出て、

別に定める基準に該当するとされた場合には、同項の規定は適用しない。 

４ 前３項の規定は、市が出資している法人等との接触について準用する。 ４ 前３項の規定は、市が出資している法人等との接触について準用する。 

  

（第９条 略） （第９条 略） 

  

（服務相談員） （服務相談員） 

第10条 この規程の遵守その他服務規律の確保を図るため、第８条第３項に

規定する届出に対する必要な指示、職員の服務に関する相談等を担当する

服務相談員を置く。 

第10条 この規程の遵守その他服務規律の確保を図るため、第７条第３項に

規定する届出に対する必要な指示、職員の服務に関する相談等を担当する

服務相談員を置く。 

  

（第１１条 略） （第１１条 略） 

  

（休暇申請等） （休暇申請等） 

第12条 年次休暇を受けようとする者は、年次休暇を受けるための所要の手

続をとらなければならない。 

第12条 年次休暇を受けようとする者は、年次休暇を受けるための所要の手

続をとらなければならない。 
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改正後 改正前 

２ 病気休暇又は特別休暇を受けようとする者は、病気休暇又は特別休暇を

受けるための所要の手続をとり、承認を受けなければならない。 

２ 病気休暇又は特別休暇を受けようとする者は、病気休暇又は特別休暇を

受けるための所要の手続をとり、承認を受けなければならない。 

３ 介護休暇又は介護時間を受けようとする者は、介護休暇又は介護時間を

受けるための所要の手続をとり、承認を受けなければならない。 

３ 介護休暇を受けようとする者は、介護休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

４ 組合休暇を受けようとする者は、組合休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

４ 組合休暇を受けようとする者は、組合休暇を受けるための所要の手続を

とり、承認を受けなければならない。 

５ 職員が、病気、災害その他やむを得ない事由により、第１項又は第２項

の規定によることができない場合には、とりあえず電話、伝言等により連

絡をとるとともに、出勤後速やかにその事由を付して第１項又は第２項に

規定する手続をとり、承認を受けなければならない。 

５ 職員が、病気、災害その他やむを得ない事由により、第１項又は第２項

の規定によることができない場合には、とりあえず電話、伝言等により連

絡をとるとともに、出勤後速やかにその事由を付して第１項又は第２項に

規定する手続をとり、承認を受けなければならない。 

６ 職員（会計年度任用職員を除く。）が、年次休暇以外の休暇の承認を受

けるには、休暇の種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると

認められる事実を休暇を申請する際に付記するとともに、川崎市職員の勤

務時間、休暇等に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第12号）第

９条第５項の規定により医師の診断書又は書面を添えなければならない。 

６ 職員（会計年度任用職員を除く。）が、年次休暇以外の休暇の承認を受

けるには、休暇の種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると

認められる事実を休暇を申請する際に付記するとともに、川崎市職員の勤

務時間、休暇等に関する規則（昭和46年川崎市人事委員会規則第12号）第

９条第５項の規定により医師の診断書又は書面を添えなければならない。 

７ 会計年度任用職員が、年次休暇以外の休暇の承認を受けるには、休暇の

種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると認められる事実を

休暇を申請する際に付記するとともに、次に掲げる場合には、医師の診断

書その他勤務しない事由を十分明らかにする書面を提出しなければならな

い。 

７ 会計年度任用職員が、年次休暇以外の休暇の承認を受けるには、休暇の

種類及び事由に応じて、勤務しないことが相当であると認められる事実を

休暇を申請する際に付記するとともに、次に掲げる場合には、医師の診断

書その他勤務しない事由を十分明らかにする書面を提出しなければならな

い。 

(１) 病気休暇又は特別休暇の承認を求める場合（川崎市職員の勤務時間、

休暇等に関する規則第９条第５項第１号に規定する人事委員会が別に定

める場合を除く。） 

(１) 病気休暇又は特別休暇の承認を求める場合（川崎市職員の勤務時間、

休暇等に関する規則第９条第５項第１号に規定する人事委員会が別に定

める場合を除く。） 

(２) 介護休暇又は介護時間の承認を求めるに当たって、教育長がその事

由を確認する必要があると認める場合 

(２) 介護休暇又は介護時間の承認を求めるに当たって、教育長がその事

由を確認する必要があると認める場合 

８ 前２項に規定する診断書は、必要に応じて特に教育長の指定した医師の

診断書とすることができる。 

８ 前２項に規定する診断書は、必要に応じて特に教育長の指定した医師の

診断書とすることができる。 
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改正後 改正前 

（第１３条～第３１条 略） （第１３条～第３１条 略） 

  

様式目次 様式目次 

 様式番号 名称 関係条文   様式番号 名称 関係条文  

 
【削除】 【削除】 【削除】 

  
１ 住居届・通勤届 

第４条第１項、第

２項 

 

 １ 履歴事項変更届 第４条第２項   ２ 履歴事項変更届 第４条第２項  

 ２ 職員証 第５条   ３ 職員証 第５条  

 ３ 職員き章 第７条   ４ 職員き章 第７条  

 ４ 職員ＩＣカード 第11条第２項   ５ 職員ＩＣカード 第11条第２項  

 

５ 

職務専念義務免除

承認 
申請書 

第16条第２項、第

24条 

  

６ 

職務専念義務免除

承認 
申請書 

第16条第２項、第

24条 

 

 営利企業従事等許

可 

  営利企業従事等許

可 

 

 
６ 

職務専念義務免除承認書 

営利企業従事等許可書 

第16条第２項、第

24条 

  
７ 

職務専念義務免除承認書 

営利企業従事等許可書 

第16条第２項、第

24条 

 

 
７ 

営利企業従事等許可・教育事務従事承認

申請書 
第25条 

  
８ 

営利企業従事等許可・教育事務従事承認

申請書 
第25条 
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改正後 改正前 

【削除】 第１号様式 
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改正後 改正前 

第１号様式 第２号様式 

  

第２号様式 第３号様式 

  

第３号様式 第４号様式 

  

第４号様式 第５号様式 

  

第５号様式 第６号様式 

  

第６号様式 第７号様式 

  

第７号様式 第８号様式 
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